
 

（１）歳出に係るもの（事業費削減、今後の方向性を明確にすべきもの）

（単位；千円）

前年度から
の累積効果

23年度合計
前年度から
の累積効果

24年度合計

事業費 一般財源(ａ） 一般財源（ｂ） 事業費 一般財源（ｃ） （ｂ）　＋　（ｃ） 一般財源（d） 事業費 一般財源（e） （d）　＋　（e）

1

１３．社会教
育の推進と
生涯学習の
振興

０２．高齢者
福祉の充実

公民館類似施
設整備補助事
業

老人いこい室
建設費補助金

市民協
働推進
課

長寿
福祉課

Ｂ－１

公民館類似施設整備補助事業は、校区公民館及び自治公民
館に対し、要綱に定める補助率並びに補助限度額の範囲内
で新築、増改築、修繕等の補助をするものである。また、老人
いこい室建設費補助金は、地域において、高齢者に対し、教
養の向上、レクリエーション等の場を与え、もって高齢者の心
身の健康の増進を図ることを目的に、老人いこい室の建設や
修繕等に対して補助する事業であり、ほとんどの施設が校区
公民館、自治公民館と一体的に建設され、利用実態も公民館
と明確に区別されていないのが現状である。こうした中、公民
館の建設、修繕等への補助制度自体も他都市に比べ手厚い
制度であることから、経過措置を設ける中で、両事業の統合
などによる補助総額の縮減を検討する。

Ｂ－１

地域コミュニティ活性化の拠点となる公民館や老人いこい
室の建設等に補助をし、地元負担を軽減する意義は大き
いと思われるが、他都市と比較しても手厚い補助制度と
なっていることから、両事業を統合するとともに補助額を
削減することが望ましい。また、団地開発に伴う公民館の
建設時など、住民負担の多寡も勘案する中で、制度の再
構築を検討する必要もあると思われる。

△ 13,940 △ 13,940 △ 13,940 △ 13,940

平成24年度より補助上限及び
補助率を下げた。
公民館建設補助と老人いこい
室補助金については統合済
み。

2
０２．高齢者
福祉の充実

老人福祉電話
使用料補助事
業

長寿
福祉課

Ｃ－１

６５歳以上で電話加入権を所有しない所得税非課税のひとり
暮らし高齢者に対して、大分市名義の電話加入権の貸与によ
り電話を設置し、基本料金と月額３００円までの通話料を補助
する事業であるが、新規受付は対象年齢を７０歳以上とするこ
とや、利用ニーズの実態を調査する中で、新たな募集を行わ
ないことを検討する。

Ｃ－１ 内部評価会議意見に同じ。 　  

3
０４．児童・
母子福祉の
充実

児童育成クラブ
事業

子育て
支援課

Ａ－１

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学１年生から３年
生までの児童を対象とする育成クラブの運営委員会に対して
補助を行う事業であり、現在は子育て支援課が所管となって
いる。育成クラブの設置にあたっては、これまで余裕教室の活
用を図っている事例もあるが、多くは、施設管理上の問題など
から、学校敷地内に新たにプレハブを建設しているのが実態
である。このようなことから、教育委員会と連携を図る中で、積
極的に余裕教室の利用を図り、経費の削減を図ることを検討
する。

Ａ－１

共働き世帯の増加などにより、児童育成クラブの役割は
ますます大きくなってくる一方で、少子化の影響により、余
裕教室は今後とも一定程度発生するものと思われること
から、教育委員会と十分連携を図る中で、積極的な余裕
教室の活用を行うことが望ましい。

　  

4
０４．児童・
母子福祉の
充実

おでかけ赤ちゃ
ん子育て事業

子育て
支援課

Ａ－１

０歳児または１歳児と、その保護者を対象に、保育士、保健
師、栄養士、臨床心理士が親子ふれあい遊びや、育児につい
ての情報交換、講話、個別相談を行う事業であるが、健康課
で行う「赤ちゃんひろば」と事業内容が重複する部分が多いこ
とから事業の統合を検討する。

Ａ－１ 　 H22年度より事業統合

5
０６．健康づ
くりの推進

赤ちゃんひろば 健康課 Ａ－１

生後６ヶ月～１１ヶ月までの乳児と保護者を対象に保健師が
親子遊び、育児についての意見交換、健康教育、個別相談、
体重測定などを行う事業であるが、子育て支援課で行う「おで
かけ赤ちゃん子育て事業」と事業内容が重複する部分が多い
ことから事業の統合を検討する。

Ａ－１ 　

6
０５．社会保
障制度の充

実

健康家庭表彰
記念品
（国保特計）

国保年
金課

Ｃ－１

保険証を1年以上使用しておらず、かつ滞納のない世帯を対
象に表彰し記念品を贈呈する事業である。全国的にも同様の
事業を見直す自治体も多く見受けられ、事業効果も乏しいと
思われるため廃止を検討する。

Ｃ－１ 内部評価会議意見に同じ。 △ 5,389 △ 5,389 △ 5,389 △ 5,389 △ 5,389 △ 5,389 △ 16,167 H22年度より事業廃止

7
１４．青少年
の健全育成

家庭の日推進
大会

青少年
課

Ｃ－１

毎月第３日曜日を「家庭の日」と定め、その趣旨の理解と定着
を図るため、推進大会を開催するものであるが、参加者が少
なくＰＴＡへの動員等で集めているのが現状である。「家庭の
日」を定めていることの効果を検討する中で、今後の事業のあ
り方を検証する。

Ｃ－１

大会の開催は、家族団らんや話し合いの時間を持つこと
により、家族の絆を強くするという「家庭の日」本来の目的
の達成にかえって反する側面もあると思われることから、
大会自体は見直す一方で、例えば大分トリニータホーム
ゲームに家族を招待するなど、より効果のあがる方策を
検討することが望ましい。

　  

8
１４．青少年
の健全育成

うすき少年自然
の家施設整備
事業

青少年
課

Ｃ－１

青少年の健全育成と自然活動を主な活動とする施設である
が、耐震基準を満たしておらず、開所以来33年が経過し、施
設自体の老朽化も進んでいることから、今後大規模改修の必
要に迫られているのが現状である。建替や改修には莫大な費
用を要することが見込まれることから、うすき少年自然の家は
廃止し、のつはる少年自然の家を最大限利用することや、マリ
ンカルチャーセンターなど他の公共的施設を活用すること等を
検討する。

Ｃ－１

費用対効果を勘案し、施設整備や維持管理の強化充実
より、民間施設も含めた既存施設を有効活用する中で、
自然体験や生活体験活動などの充実を図りながら、青少
年の健全育成を推進していくことが望ましい。

　  

9
２１．交通安
全対策の推

進

交通遺児奨学
手当

市民協
働推進
課

Ｃ－１

交通遺児への奨学手当を支給する事業である。他課において
就学援助事業が行われていることや、他の遺児に対する奨学
金制度が本市にはないことから、経過期間を設ける中で、事
業の廃止を検討する。

Ｃ－１ 内部評価会議意見に同じ。 　

平成23年度の第9次大分市交
通安全計画策定の際に、今後
の取組について、廃止も視野
に入れて検討する予定。

10
２５．清潔で
安全な住環
境の創出

動物愛護マ
ナーアップ推進
事業

衛生課 Ａ－１

犬、猫の適正飼育について啓発し、市民の動物愛護への意識
の高揚を図るとともに、飼い主のマナーアップを推進し、「人と
動物が共生するまち」の実現をめざす事業であるが、親子ふ
れあい動物フェスタや犬のしつけ方教室等のイベントについ
て、企画から当日の対応まで多くの時間外を要しているのが
現状である。効率性の観点から費用対効果を検証する中で、
ＮＰＯ法人等の活用も含め業務を委託することを検討する。

Ａ－１ 内部評価会議意見に同じ。 　  

11
３６．魅力あ
る観光の振
興

子ども親善相
互交流事業
（観光交流事
業）

観光課 Ｂ－１

毎年、小学５年生が姉妹都市である帯広市と相互交流を行う
ことで、それぞれの自然・歴史・文化等の体験学習を行い、互
いの住む都市への理解を深めることを目的に行う事業である
が、近年、帯広市からの参加希望者が減少しており、毎年実
施が困難となりつつあるなど、形骸化していることに加え、担
当者も多くの時間外勤務を余儀なくされていることから、休止
を含め交流事業の見直しを検討する。

Ｃ－１
帯広市からの参加希望者も減少しているようであり、相互
交流の意義が薄れてきていると思われることから、事業
の廃止又は休止を検討することが望ましい。

△ 1,961 △ 1,961 △ 1,961 1,723 1,723 △ 238 △ 238 △ 1,723 △ 1,723 △ 1,961 △ 4,160

H22年度より隔年実施
H22年度は予算計上見送り
H23年度は予算要求
H24年度は予算計上見送り

番号 事業名 所管課

内部評価の結果 外部評価の結果

施策及び
基本姿勢

内部評価会議意見に同じであるが、本市の子育て環境は
全国的にみても上位にあることから、更なる施策の充実を
目指し、両事業の統合に加え、出産前からの支援も含
め、より一体的な事業展開を図っていくことが望ましい。

平成24年度当初予算措置状況

24年度新規措置影響額 備考

平成22年当初予算措置状況

総合
評価

対前年度影響額
外部行政評価委員会　意見

平成23年度当初予算措置状況

23年度新規措置影響額
累計

(a) + (b) + (c)
+ (d) + (e)

平成21年度大分市行政評価による平成22～24年度予算への反映状況

Ａ－１（成果向上・経費削減）　　Ａ－２（成果向上・経費維持）　　Ａ－３（成果向上・経費増大）　　Ｂ－１（成果維持・経費削減）　　Ｂ－２（成果維持・経費維持）　　Ｂ－３（成果維持・経費増大）　　Ｃ－１（成果減少・経費削減）　　Ｃ－２（成果減少・経費維持）　　Ｃ－３（成果減少・経費増大）

総合
評価

内部評価会議　意見
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前年度から
の累積効果

23年度合計
前年度から
の累積効果

24年度合計

事業費 一般財源(ａ） 一般財源（ｂ） 事業費 一般財源（ｃ） （ｂ）　＋　（ｃ） 一般財源（d） 事業費 一般財源（e） （d）　＋　（e）

番号 事業名 所管課

内部評価の結果 外部評価の結果

施策及び
基本姿勢

平成24年度当初予算措置状況

24年度新規措置影響額 備考

平成22年当初予算措置状況

総合
評価

対前年度影響額
外部行政評価委員会　意見

平成23年度当初予算措置状況

23年度新規措置影響額
累計

(a) + (b) + (c)
+ (d) + (e)

総合
評価

内部評価会議　意見

12
３８．計画的
な市街地の
整備

横尾土地区画
整理事務所の
統合

まちな
み整備

Ｂ－１

横尾土地区画整理事業は、文化財調査に多大な時間を要し、
事業進捗に支障をきたしたことから、平成１７年度に実施計
画・事業計画の変更承認を受け、事業の縮小を行った結果、
平成２１年度末の事業進捗率は約７１％となる見込みとなって
いる。こうしたことから、横尾土地区画整理事務所で行ってい
る移転補償、街路築造等の業務は、鶴崎市民行政センター内
にある三佐北・細地区住環境整備事務所の業務と統合し、事
務所体制の効率化を図ることを検討する。

Ｂ－１ 内部評価会議意見に同じ。 　  

13
４３．安全で
快適な住宅
の整備

市営住宅建設・
管理業務

住宅課 Ａ－１

市営住宅は、住宅に困窮する低所得者に賃貸するものである
が、高度経済成長期に建設したものが多く、老朽化が進み、
建替えの必要に迫られているものが多い。現在、「大分市住
宅マスタープラン（Ｈ１１～２２年度）」の見直し作業を行ってい
るが、将来の人口減少社会の到来を見据え、適切な管理戸数
を設定する必要があると思われる。また、老朽化した住宅の
建替え時期に際しては、既存民間住宅を活用した借上公営住
宅の供給促進を図り、建設費の抑制に努めることを検討す
る。

Ａ－１

本市が提供すべき公営住宅の適切な戸数の設定を行うと
ともに、余剰民間住宅はかなり存在しているものと思われ
ることから、新たな公営住宅の建設は極力抑制し、様々な
市民ニーズにあわせた借上方式の積極的な活用を図っ
ていくことが望ましい。

　  

14
（基本姿勢）
計画行政の
推進

土地開発公社
業務

管財課 Ｂ－１

土地開発公社は、地方自治体が道路や公園などを作るため
に必要な土地を、自治体にかわって取得する外郭団体である
が、現在では土地の先行取得の必要性が薄れていることや、
公社保有の土地も少なくなってきていることから、土地開発公
社を廃止し、一般会計や土地取得特別会計で事業を引き継ぎ
事務の効率化等を図ることを検討する。

Ｂ－１
内部評価会議意見と同じであるが、用地取得に際しての
手続的なメリットを担保する中で、土地開発公社を廃止す
ることが望ましい。

　  

15
（基本姿勢）
計画行政の
推進

市民サービス
コーナー設置事
業

市民課 Ｃ－２

コンパルホールの市民サービスコーナーで、土曜・日曜日の
午前９時から午後５時までの間、住民票の写しや印鑑登録証
明の発行を行う事務である。現在、管理職１名、一般職２名、
嘱託１名で業務を行っているが、平成２２年度には自動交付
機での戸籍証明書発行が可能となる予定であり、現状のサー
ビスコーナー業務と同じ証明書発行を行うことが出来る。ま
た、近隣の市役所、トキハにも自動交付機が設置されている
ことから、サービスコーナーを廃止することを検討する。

Ｃ－２ 内部評価会議意見に同じ。 △ 6,232 △ 6,232 △ 6,232 △ 868 △ 868 △ 7,100 △ 7,100 △ 7,100 △ 20,432 平成２２年度５月末で廃止

△ 13,582 △ 13,582 △ 13,582 855 855 △ 12,727 △ 12,727 △ 15,663 △ 15,663 △ 28,390 △ 54,699

.
（２）歳入に係るもの（収入の増加が見込まれる事業） （単位；千円）

前年度から
の累積効果

23年度合計
前年度から
の累積効果

24年度合計

事業費 一般財源 一般財源（ｂ） 事業費 一般財源（ｃ） （ｂ）　＋　（ｃ） 一般財源（d） 事業費 一般財源（e） （d）　＋　（e）

1
２４．廃棄物
の適正処理

指定ごみ袋有
料制の導入

清掃管
理課

Ａ－１

本市では平成19年度から家庭ごみを12分別とし、ごみ減量・
リサイクルを推進し、ごみ処分場の延命化に取り組んでいる。
また、県内食品スーパーでは、ごみ減量・地球温暖化の防止
などを目的に、平成21年6月からレジ袋の有料化を導入し、マ
イバック持参率は平均で８５％を超えるなど住民の環境に対
する意識は高まっていると思われる。こうした中、本市におい
ても指定ごみ袋の導入とその有料化について検討していると
ころであるが、既に多くの都市で導入され、一定の効果をあげ
ていることから、導入に向け具体的なスケジュール等を検討す
る。

Ａ－１

ごみ有料制の導入までには、料金設定はもちろんのこと、
市民への周知や違反ごみ、不法投棄対策などかなりの準
備が必要となり、ハードルは高いと思われるが、政令市、
中核市を含む多くの都市で既に導入されていることから、
問題点を十分に検証する中で、早期導入に向け取り組む
ことが望ましい。

 

２

（基本姿勢）
行政改革の
推進・計画
的な財政運
営

使用料・手数料
の見直し、新設

財政課 Ａ－１

受益と負担の適正化を図り、自主財源を最大限確保するた
め、使用料・手数料について総点検し、適正な料金の見直しを
行うのはもちろんのこと、これまで料額が設定されているもの
の、事務量が多く、負担が大きいものなどは、新たに手数料を
新設することを検討する。

Ａ－１ 内部評価会議意見に同じ。  

３

（基本姿勢）
行政改革の
推進・計画
的な財政運
営

自動販売機の
設置場所貸付

管財課 Ａ－１

本市では自動販売機の設置に係る取扱基準を定め、行政財
産の目的外使用許可による使用料を徴しているが、近年、他
都市においては公募による自動販売機設置場所貸付制度に
変更することにより、大幅な増収となっている事例があること
から、本市においても自動販売機設置場所貸付制度の活用
を検討する。

Ａ－１ 内部評価会議意見に同じ。 0 7,513 7,513 7,513 7,513 7,513 15,026
平成２２年度から公募により、
自動販売機の設置業者を決定
し、貸付料の収入増を図る

0 0 0 7,513 7,513 7,513 7,513 0 0 7,513 15,026

累計
(a) + (b) + (c)
+ (d) + (e)

23年度新規措置影響額

平成24年度当初予算措置状況

24年度新規措置影響額

平成23年度当初予算措置状況

合計

22年度当初予算措置状況

備考総合
評価

内部評価会議　意見
総合
評価

外部行政評価委員会　意見
対前年度影響額

内部評価の結果 外部評価の結果

番号

Ａ－１（成果向上・経費削減）　　Ａ－２（成果向上・経費維持）　　Ａ－３（成果向上・経費増大）　　Ｂ－１（成果維持・経費削減）　　Ｂ－２（成果維持・経費維持）　　Ｂ－３（成果維持・経費増大）　　Ｃ－１（成果減少・経費削減）　　Ｃ－２（成果減少・経費維持）　　Ｃ－３（成果減少・経費増大）

合計

政策及び
基本姿勢

事業名 所管課
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